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イノベーション推進のための

産学連携形態の有機的統合

中原秀登 
1.はじめに
バブル経済の崩壊以降，ヨ本経済は低迷の一途をたどってきたが，そ
の後の調整局面によ乃景気回復がみられつつある。景気回復の根底には，
企業による設備，在産，入討を含めた合理化の追及と同時に，絶え間な
い新製品の開発や新事業の創出による需要の掘与起こし，ないし新市場
の開拓がある。と辻いえ 大金業と中小・ベンチャー全業の間では依然
として景況感に格差がみられ 業種や地域別にも景気回復に偏りがみら
れる1)。
特に中小企業を中心とした地方経済が厳しい状況にある中で，真に実
効性ある地域経済の活性化を自揺したクラスター計酉や産学連携にみら
れるような様々なネットワーク化を通した継続的なイノベーション推進
への取り組みが強化されている。クラスター政策として， 2001年度の軽
済産業省による「産業クラスター計画J2lや2002年度の文部科学省によ 
1 )景気国復の搭差については，中小企業庁編 r2006年版中小企業白書jぎょう
せい， 2006年，第 1章第 1節， 2節， 3節， 5節を参照。 
2 )経済産業省による[産業クラスター計画」においては，大学等の公的訴究機
関と題沼企業それぞれの技術革新仁左目え，よ号広域的に太学等と企業，およ
び企業同士の連携を図ることにより，薪たな事業活動を生み出し，地域経済
を活性化する産業集覆の形成がめざされている。 
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る「知的クラスター創成事業j3)は，異なる技術や知識の連携を函り，
あるいは大学等の研究機関から全業へ技術移転を国ることによって，新
技街，新製品，新事業を生み出し，イノベーションを誰進することを重
千見したものである。
産学連携についても， 2001年度からの第2期科学技街基本計画に基づ
く産学問での共再碗究，技術移転機関や大学発ベンチャー設立の施策を
受汁， 2006年度からの第3期科学技街基本許酉において絶えざるイノ
ベーション創出の重要な手段として持続的な産学連携システムの構築が
めざされている。これらのクラスター計画や産学連携は，いずれも大学
等の知的ワソースや独創的な研究成果(技術シーズ〉を産業界で活用す
ることにより新製品の開発 新事業の創出や創業を通して持続的にイノ
ベーションを推進していくための施策とも換言される。
そうした中で，産学連携に係る状況についてみると，大学等と企業の
共同研究や受託研究は近年大幅に伸び大学から産業界への技術移転も 
1998年の大学等技術移転促進法の施行以降，技街移転機関で為るTLO
によるライセンス件数も増加し 大学発ベンチャーの設立も頗課に進展
しつつある。しかしながら米国と比較して大学等の研究或果が必ずしも
産業界で十分に活かされ，イノベーションの推進にスムースに繋がって
いるとはいいがたい状況にある九それは，大学等で研究成果を創出し，
その或果を産業界へ移転し，外部開発力として企業が活用し，事業化し
ていく上で，共再研究，受託研究，技術移転機関 (TechnologyLicens-
ing Organization: TLO) ，大学発ベンチャーなどイノベーション・プ 
3)文部科学省による	 f知的クラスター創成事業jにおいては，地域において独
自の研究開発のテーマとポテンシャルを有する公的研究機関等を核とし，地
域内外の大学や企業等も参画して独創的な技議シーズと実用化ニーズを相互
に刺激し合って連鎖的に新産業や技犠革新を創出していくことがめざされて
しミる。 
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ロセスに係る産学連携の形態それぞれの抱えるスタッフ不足などの問題
の他，役割分担の援味さから各形態間の関連性が十分に整理されず，一
雲した有効な産学連携のシステムとなっていないなどの問題が考えられ
る。したがって知の創出から新製品の開発，創業や新規事業の創出，発
展までのイノベーション・プロセス全体の観点から外部開発力の活用と
して産学連携をみていく場合，連携形態間の関連性5)と繋ぎの仕組みを
考察することが重要な課題となってくる。
そこで本研究では，新製品の開発や創業などイノベーション推進の担
い手であるが，とくに開発資源の制約がみられる中小・ベンチャー金業
に対するイノベーション活動への支援策の観点から外部開発資源を活用
していく必要性の高ま与と 外部開発力の有効な活用形態として産学連
携に注目し，その意義について改めてみていく。ついで，創業や新事業
の篇出などによりイノベーションを推進していく産学達携システムの中
で，企業が外部開発力として活馬すべく研究或果の創出を担う共同研究，
受託研究やベンチャー・ピジネス・ラボラトリー (Venture BusIness 
Laboratory : VBL)をはじめ，全業への技稿移転を担う TLO，産業界 
4)例えばTLOによる技術移転活動の日米比較において， TLO数で百本の41機関，
末冨の165機関，特許出頭件数で日本の1，226件，米国の7，203件，ライセンス
件数で日本の626件，米国の3，855件，ライセンス収入で日本の29撞円，米留
の10.3f意ドルと依然として大きごと開きがみられる(米自の数値は全て2003年
震で，日本のTLO数は2005年麦，それ以外辻2004年震の数値である)0 r産学
官連携ジャーナlレ 自 ∞6 17頁。ヲ，4}年2，Q4Vol.2啓学技術振興機構，j
5)産学の連携影態の関連性の中で，大学発ベンチャーとTLOの関連については，
酉薄日E夫「米国研究大学におけるスピンオフ企業創出と技術移転機関の役割j 
『東北大学窺究年報経済学.sVol.61 Na 3，1999年11月，ワエゾン・オフィス， 
TLOと共再研究の関祭については，鵜引宣道「ワエゾン・オフィスに求めら
れる役割H弘前大学人文社会論叢』第§号， 2001年， TLOとインキュベーショ
ンの関係については，原山優子「産学連携の仲介機関:TLOとインキュベー
ションの現状と課題JfStanford ]apan CenterデイスカッションペーパーJ2003
年 9月，同 iB本における産学連携JrRIETI Discussion Paper SeriesJ経済
産業研究所， 2:∞3年10月などの研究がみられる。 
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で創業や事業化を実践していく大学発ベンチャーそれぞれの役割と現状
および問題点についてみていく。さらに産学連携形態それぞれを関係づ
ける組織として 1)エゾン・オフィスとインキュベーションを或り上げ，
大学等の知的ワソースを外部開発力として企業が有効活用し，新製品の
開発，創業や新事業の創出などイノベーションの推進に向けた産学連携
形芸関での関係づけのあり方について考察していく。 
2.創造的事業活動への支援 
1)創造的事業活動による経済活性化
技術革新により経済を活性化していく上で，中小・ベンチャー企業の
もつ活力や創造力が重要な要因であることは言をまたない。というのも，
中小・ベンチャー企業のもつ活力や創造力の具体的な現象としての新製
品の開発，新規事業への進出や創業は，必然的に事業の付加価値を高め，
事業機会や雇用機会の篇出をもたらしペ経済の活性化に結びつくこと
となるからである。事実，最近の景気拡大の局冨において企業のイノ
ベーション活動が潜在的な需要を喚起する好循環もみられつつある。そ
れは，競争的な市場環境に対応していく高い技術力を有する中小・ベン
チャー企業による創造的で革新的な新規事業への取り組みや企業家精神
に富んだ創業が差実に進展してきた結果でもある。その点で，現在閉塞
状態にある百本経済を活性化していくため 邑らリスクを負い柔軟に対
応できる創造性に富んだ中小・ベンチャー企業による草新的な事業活動
への期待が高まることとなる九 
6)新製品・サービスの開発や改良活動と売上高成長率との正の相関は，中小企
業庁編 r2004年原中小企業白書Jぎょうせい， 2004年， 331頁，また新製品の
開発に取り組んでいる企業(規模の小さい企業詰ど)と従業員数の増加率の
正の相関は，中小企業庁編 r2∞3年版中小企業白書jぎょうせい， 2003年， 62 
真で示されている。 
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他方で，創業について事業所数の開業率の誰移からみていく。開業率
は， 1980年代に入りそれまでの 6%台から低下をみせ始め， 1999年~ 
2001年に3.8%と4%台を切り， 2001年 ~2004年には4.2% と回復してい
るが依然として抵迷状況にある。全業数の開業率についても同様に 
1980年代以蜂それまでの 5%台から低下をみせ始め， 1991年 ~1996年の 
2.7% を底に lヲ96年 ~2004年にかけて 3%台で推移し，一応下げ止ま乃
がみられる8)。しかしながら荻然として開業の不透明性やリスクの高さ
から開業は活発とはいえず9}，いずれも近年の景況と開業率の推移と符
号する関採がみられる。
いずれにしてもこうした中で，新製品の開発，創業や新規事業の創出
などによりイノベーションを推進するために創造的な事業活動へ挑戦す
る雰囲気を醸成し，持続的にイノベーションを引き起こしていくシステ
ム作りや支援策が重要な課題となってくる O
2)経営革新の支援策
活力ある創造的な事業活動は，経済ダイナミズムの源泉であり，なか
でも経済の大部分を占める中小・ベンチャー企業による経営革新や創業
といったリスクへ挑戦していく活動が わが国経済の活性化にとって不
可欠である。とくに創業はもとより，経営資源の制約された中小・ベン 
7)革新的な金業者の出現が多数の追随的な企業者を生み出し，企業者によるイ
ノベーションの群生的な出現による景気種環をシュンベータ辻論じている。]. 
A.Schumpeter.，Theo市 DerWirtschaftlichen Entwicklung，2 Aufl.，1926. (塩野
谷祐一・中山伊知部・東畑清一部訳『経済発展の理論j岩波書宕， 1980年， 443 
~446頁)。これを経漬活性化の観点からみていくと，新事業の創出や倉i業な
どイノベーションの群生的な出現により経済の活性化が図られることと去る。 
8)中小企業庁編 W2006年版中小企業自書.L29真。 
9)開業の要国分析については，調室博之・小幹停生「地域データによる開業率
の決定要菌分析JWRIETI Discussion Paper Seriesj経済産業研究所， 2005年 
3月を参照、。 
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チャー全業による不透明でリスクの高い新事業への進出は，単に市場に
委ねるだけでは有効に実現しない可龍性がある。そのため，開発から事
業化，事業或長までのイノベーションの各段階に応じた支援措置を講じ
ることが必要となる。
そこで，中小・ベンチャー企業の経営革新や創業を促進する代表的な
支援策として， I中小全業の創造的事業活動の促進;こ関する臨時措量法
(創造法)J，I中小全業経営革新支援法jと「新事業創出促進法jの 3
法を通して，中小・ベンチャー金業の経営革新や創業を促進する政策上
の意義と課題を改めてみていく。 
(1) 中小企業創造法
中小金業の創造的な事業活動を通して新事業分野の開拓を促進するこ
とを自的に1995年に施行されたのが f中小企業の創造的事業活動の促 
空を有する技'1である。同法は，新規)J進に関する臨時措置法〈篇造法
指に関する研究開発を行う研究開発型企業や創業企業を対象に，研究開
発等の事業計酉の観点から信屠保証協会の債務保証制度や致府系金融機
関の抵利融資制度など金融支援を中心に創造的な事業活動を支援してい
くものである。 
2004年末までに同法は わが菌研究開発型中小企業の 3割強に相当す
る10，838件を認定している10)。創造法認定企業による創造的な事業活動
として新分野進出への取り組みについては90%と，一般中小企業の67%
に比べて讃撞的な取り組みがみられる。新分野進出の成功要因としては，
「技術開発酉J(60弘)が最も大きく，競争要菌としては「製品の独自
性jが最も強く，ついで「誹究開発力jや[企画力・提案力Jとなって
いる1九このことから，創造的な事業活動を行っている中小・ベン 
10)中小企業政策審議会経営支護部会 f今後の中小企業支援の在号方についてj 
2004年12月， 4票。 
6 (260) 
千葉大学経済冊究第21巻第 3号 (2006年12月〉
チャー企業では，当然のことながら新規性の高い企画力や研究開発力に
基づく独自性の高い製品や技術において強い競争力を発揮していること
が分かる。支援効果としては， 1999年と2002年の 2時点を比較して，一
般中小企業の売上高が3.6%減少しているのに反して，認定全業では 
1.0%売上高を伸ばすなど約半数の認定企業が売上高を増加させてお
り12乙能造法が中小・ベンチャー企業の創造的な事業活動による事業成
長に対する支援策として一定の実績をあげていることが分かる。
(討 中小企業経営革新支援法
既存の中小企業の経営革新を支援することを邑的に四99年に施行され
たのが， I中小全業経営革新支援法jである。同法は，新商品の開発又
は生産，新役務の開発又は提供，蕗品の新たな生産又は販売方式の導入，
役務の新たな提鉄方式の導入，その他の新たな事業活動といった経営革
新を通して甘加錨鐘を 3~5 年で年率平均 3%増加させるという経営革
新計画を作成し，それが承認された企業に対して研究開発から販路開拓
に至るまでを補勤金をはじめ，政府系金融機関からの低利融資，支援民
間金融機関からの融資を髄面支援する信用保証制度や設備投資に関する
優遇税制などの支援措置を譲じるものである。
同法の施行以蜂，承認全業は増えつづけ， 2004年末までに16，551件と
なっている。支援効果として辻 3~4 醤の企業で付加価値年率平均 
3%の増加を達成し しかも規模の小さい企業での達成率が高くなって
おり 13h小規模企業の経営革新活動による付加価値増加に対して同法は
金融支援を中心に一定の効果を発揮しているといえる c 
(3) 新事業創出促進法 
11)中小企業庁編 f平成10年版中小企業自書i大歳省印尉馬， 1998年， 299買， 302 
頁，中小金業庁編『平成 9年額中小企業白書』大戴省印麟局， 1997年， 341頁。 
12)中小企業政策審議会経営支援部会，前掲報告書， 4頁。 
13)中小企業JT編 f2005年腹中小企業白書Jぎょうせい， 2005年， 44~45頁。 
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宥効に活用されていない人材や技衡などの経営資源を活崩し，創業を
はじめとした新規事業を円滑に創出するため，創業者全毅，新事業分野
の開拓実施許酉の認定を受けた事業者を対象に1999年から施行されたの
が， I新事業創出促進法jである。同法の中で，とくに中小・ベンチャー
企業の提案する優れた事業化可能性ある開発リスクの高い研究開発のプ
ロジ、エクトに対して助成金により事業化を支援し，中小・ベンチャー全
業の育成を国札技術革新を刺激することを目的とした日本版SBI豆 
(Small Business Innovation Research)能度が創設されている。百本
版SBIRを通して，中小・ベンチャー企業の告用力や認知度が向上し，
民罰金融機関などからの資金調達やアイデアの事業化が容易になるなど
新事業の創出や金業成長にとって大きな意義がみられる 14)。
いずれにしてもこれら支援 3法は 確かに新事業の創出や創業などを
推進していく支援策として一定の成果を達成してきた。しかしながらこ
れらの支援策は，依然として起業家やベンチャー企業が少なしその発
掘や育成自体に困難が伴う中で金融支援にウェイトをおいたものである。
そのため，本来的な巨的である創造的な事業活動の活性化よりも補助金
の獲得が百的化されやすいことや，小規模企業を対象としているためプ
白ジェクトの経過時で資金ショートに陥る問題などを残していた。しか
も各法の支援対象に重複がみられたことから おお年 4月にこれら支援 
3法は， I中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律(中小金業新
事業活動促進法)Jの下に統合されて新たに施行されている。しかしな 
14) 8本販SBIRは， 2005年度において関孫 7省{総務省，文部科学者，草生労欝
省，農#水産省，経済産業省，冨土交通省，環境省)で合計誌のプロジェク
トに対して特定補場金等が指定され，約310億円が支出されている。文部科学
2∞ 273頁。 SBIRの効果6年，省編『平成18年額科学技術告書j国立印剥局， 
として， SBIR採択企業は雇吊で569ら，売上高で168%の増加を遂げるなど，
企業或長の点でSBI哀の支援が寄与したとするラーナーの研究がみられる。中
小企業庁編 W2oo2年版中小企業白書jぎょうせい， 2002年， 198-200頁。 
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がら同法には，荻然として研究開発，事業スタートアップ，事業成長と
それぞれ異なったイノベーション・プロセスの特性に相応しい，かつ各
プロセスの相互作用を考慮した支援策としては十分でない問題が残され
たままである。 
3 .イノベーシ三ンの活性化 
1)中小・ベンチャー企業の開発活動
経済のグローバJレ化や製品サイクルの短縮化などにより市場競争が厳
しくなる中で，新製品の導入をはじめ，高付加個f室化や低コスト化など
技衝革新の重要性が従前よ与も増している。その中で 経済成長の要密
である技術革新の効果を意味する全要素生産性成長率を規模別にみると，
その平均植において従業員50--30入の中小企業が1.14と，従業員301人
以上の大企業の0.88よりも大きくなっておりお) 技術革新による経済成
長における中小金業の重要な位置づけが理解される。
そこで，技術革新において重要な役暫を果たしている中小企業の技術
革新の源泉となる研究開発の特設についてみていく。小規模企業ほど
「競合他社では全く行われていない研究需発をしているj割合が高く 16)， 
f独白性jを追求した研究開発を行っている中小全業の多いことが分か
る。また技術革新への具体的な取り組み内容については，新製品・サー
ビスの罷発や改良活動への取り組みが多く 17)，しかも新製品の開発につ
いては，小規模金業況ど捜本的に変えていく飛謹的変化を伴う新製品の
開発に取り組む割合が高くなっている。これは 小規模企業ほど競合組
社に対する強みとして「顧客対応の速さ 小口受注などに対する柔軟さj
や fアフターサービスの充実Jをあげる割合が高い路)ことと合わせて， 
15)中小企業lT編 i2∞4年競中小企業白書J， 72頁。
 
16)中小企業lT編 i2005年穎中小企業白書J，62頁。
 
17)中小企業庁編 i2∞4年版中小金業白書J，73頁。
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中小企業では柔軟性や機動力を生かして飛躍的な変イヒを伴う新製品の開
発へ独自に取り組み，技術革新を行っていることを示唆している。
また製品の開発においては，一方で複雑な製品をいくつかの部品(モ
ジ、ユール)に分解し それぞれのモジ、ユールごとに独立した開発を行う
ことで製品全体の開発を促進させる製品開発のモジ、ユール化が進んでい
る。モジュール型の製品開発では モジュールごとの開発スピードが要
求され，大金業より組織の柔軟性や機動力を生かせる中小・ベンチャー
企業に期待される部分が大きい。その反面で スピーデイな開発が大き
な課題となってくる服。 他方で，工程間ですり合わせながら製品を開発
していくインテグラル型の開発においても これまで中小企業が大企業
と緊密会意見交換を行い，競争力ある新製品を生み出してきたように，
高い技街力を保持している中小企業が他企業と協鶴し合って革新的な薪
製品を生み出していく役割にも大きな期待が寄せられる。その反面で，
パートナーづくりが大きな課題となってくる。
いず札にしても独自の新製品開発を通して創業や創造的な事業活動に
取り組もうとする場合，スピーデイかっ独自に先進的な技箭を習得し，
既存技街・技能とすり合わせながら高度化していくことが，中小・ベン
チャー全業の開発戦略上の重要な課題となってくる。 
18)中小企業庁編 W2005年販中小企業吉書J，63頁， 56頁0 
19)モジ、ユールイヒと製品戦時の関係についての研究は，話oris. C.R and C.H. Fur-
guson.，“How Architecture Wins Technology Wars"，Harvard Business Review， 
March-April， 1993，pp. 86-96. Sanderson.S and M. Uzumeri." “Managing 
Product Families: The Case of the Sony Walkman"，Research Policy，Vol. 24 
No 5，19ヲ5，pp. 761-782.を参照。またモジュール化によるイノベーションへの
インパクトについての研究は， Chesbrough. H.W.釦 dD.}. Teece.，“When is 
，Harvard Business Review"，Virtual Virtuous? ]anuary-February，1996，pp. 65 
73.を参照。 
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2 )開発連携
イノベーションの推進に向けて，その担い手である中小・ベンチャー
全業による独自の新製品開発や改良が重要な要因となる。しかしながら
経営資源の脆弱な中小・ベンチャー企業は，一般に新製品の開発に必要
な知見や専門知識を持った人材を十分に確保できず 開発資金など開発
資源に余裕がないため，大金業によとぺ特許或得の割合が低い20)など十分
な開発成果を上げられない結果となっている。
そこで，高変化する市場ニーズと蟻烈な開発競争の下で，中小・ベン
チャー企業が開発競争力を発揮していくためには 自社単独で開発活動
に取り組むよりも 外部の開発力を戦略的に活吊していくことが重要な
課題となってくる2~なかでも小規模がゆえに柔軟かつ機動的な事業展
開が可能となる中小・ベンチャー企業が或長の機会を確保していくため
にも，他社が容易に模倣できない独自の開発分野において外部の優れた
技街やノウハウを活用していく最適なパートナーと連携するスキルが重
要な課題となる。
事実，新製品を開発するため異なる技術と連携し，技術移転する「開
発塑連携」に取り組んでいる中小製造企業は 2割弱でみられる22)。達携
の効果については， r ，新商品開発力・製品企画力・技術開発力の向上J
f販路拡大，車場開拓龍力の拡大J，r売上・付加髄値の拡大」と，開発
力の向上による製品の高付加錨値化を通した販売拡大の効果が大きく 
20)詩許保有について，従業員300人以上の大企業での保有率は50.2切であるのに
対して，従業員19入試下の小規模企業での保有率は1.7%と，小規模企業での
持許保有率が低くなっている。中小企業庁編 r2005年版中小企業白書j，60頁。 
21)技術のアイデアは，確かに「経営者自らの発想Jからが78.2%と最も多くも
たらされているが， r異業謹交流J (17.0%入[大学との交流J(13.4%)， r公
設研究機関の活用J(12.4%)や f大金業との交流J(11.6%)など外部機関
からももたらされており，技櫛アイデアとして外部機関を活用する意義の一
端が窺われる。中小金業庁編『平成 9年版中小企業白書j，349真。 
22)中小企業庁編 r2005年版中小企業自書j，66頁。 
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なっている。その結果，新分野進出金業での収益好調は企業連議した企
業の32.7誌と，連携していない企業より 5.6ポイン高くなっており，新
分野進出に必、要な新技掠を連携によち獲得し 好収益へ結びつけている
ことが理解される230
確かに事業化するために必要な技術やノウハウ等をもったパートナー
を発掘し，信頼関係を醸成する時詞や費用をはじめ，連携プロセスにお
ける技衛的評錨の因難さやすり合わせの調整コスト等の要因から， r全
て自社対正、が基本jとの自前主義の中小製造企業が64.9%と在倒的に多
くみられる刻。しかしながらITやバイオ技術など技荷開発が長足かつ迅
速に進歩する中で，企業の開発戦略において自社の開発資源のみならず，
外部の開発力を戦略的に活用していく必要性が高まっている。なかでも
新しい事業機会とその根底にある新しい開発機会を結えず探索していか
なければならない開発志向型の中小・ベンチャー企業にとって，不足が
ちの開発力を外部から戦略的に活用し 好収益を実現していく開発連携
を才食言すしていくことが必要となる。 
3 )産学連携
技術開発の加速化や産業構造の高度化が進展する中で，新製品の開発
やイノベーション推進の出発点となる高度な研究成果を戦略的に活用し
ていくことが，中小・ベンチャー企業の開発戦略にとって重要な課題と
なっていた。なかでも経済のグローパルイとや技術革新のスピードが著し
く早まってくる開発環境の下で25) 岳社の得意とする分野に開発資源を 
23)中小企業庁編 r2006年版中小金業白書j，150真。また「大学，研究機関等と
の連場jを通して経営革新を行った企業の方が，単独で経営草薪を行った企
業より経常利益の増加額向の割合が高いという調査結果もみられる。中小金
業庁編 r2∞5年版中小企業白書j， 67頁。 
24)中小金業庁編 r2005年版中小企業自書j，66頁。 
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集中し，これまで自前で、担ってきた基礎的な研究活動を選択的に大学等
に求める産学連携が注巨されることとなる。
産学連携を通しで金業が大学等の研究成果をはじめ 研究人材や施設
などのリソースを外部開発資源として活用していくことは，単に開発コ
ストやリスクを削減し，開発時間を短縮しながら開発成果を実現するだ
けでなく，自社の開発力のi替在的なレベル向上や研究人材の能力向上に
もその効果がみられる 26)。結果として 産学連携を肯定的に評舗する中
小企業が91.3%でみられるように27)産学連携は全業の開発戦略にとって
大きな意義をもつこととなる。ここに新製品の開発や新規事業へ進出
するにあたって重要な成功要国となる企業の開発戦略に対する産学連携
の意義が改めて確認される。
元来産学連携とは 大学等の研究機関と産業界の全業との異なる 2つ
の部内需の相互作用によって，それぞれのもつポテンシャルを高めてい
くために連携することである。相互作用のプロセスにおいて，各部門の 
育報などの開発資源が一方向だけでなく双方向に移動することで，'1人材や
新しい研究開発の萌芽や技術シーズが発見され，革新的な技術開発につ 
25)ヒット藷品のライフサイクルの短縮化については，中小金業庁編 r2oo5年寂
中小企業白書j，37頁を参照。他方で，技術シーズの発明・発見から実用化ま
での期間は1O ~40年と長期にわたり，かつばらつきがあるという調査結果も
みられる。科学技術政策研究所 f科学技翁振興による経済・社会・由民生活
への寄与の定性的評髄・分析jNISTEP豆EPO豆T，自089，2005年 3月， 15頁。 
26)中小企業のうちで侭らかの形で産学官連携に取り組んでいる中小企業は  
35.9%でみられ，その効果として f新しい知識の吸技j (41.1%)をはじめ， 
f新しい技衡の確立j (28.2%)や「新しい人的つながり J(26.3%)があげ
られている。中小金業庁編 r2003年版中小企業白書t 204~206頁。また研究
者による産学連携の有効性については， i不得意とする研究能力を確保でき
るj，i研究協力の相手が持つ研究ネットワークを活用できるj，i研究上必要
となる知的ストック(各謹データ，手法等)を入手できるjの点で評鑑され
ている。文器科学省科学技街・学術政策謁 I平成16年度我が国の研究活動の
実態に対する調査報告J2005年10月， 40頁。 
27)中小金業庁繕『平成 9年瓶中小企業白書J，541頁。 
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ながる正のシナジー効果が期待される。このシナジー効果を通して，沈
滞する日本経済を活性化する手段として産学連携に期待が寄せられてい
る。事実，地の事業連携と比べて「開発型連携jの代表的な形態である
産学連携を通して新規性ある新製品を開発する割合が高くなっているこ
とからもお)，新規性ある製品を開発する上で大学等との開発連携が有用
であることが看取される。つまり産学連携により質の高い研究開発を実
雄し，その或果を産業界へ移転，活用することで，新製品の開発や産業
技術の向上と大学での高度な研究能力の蓄積といった正のシナジー効果
を通して経済の活発化に寄与することが期待される。
かかる観点から，大学教官のコンサルテイングや共時研究の斡旋，研
究・技構開発に関するデータベースへのアクセスなどの技術支援，大学
の研究成果を産業界へ移転していく技術移転機関 (TLO)など産学連
携に係る施策が次々に整備されている。これらの施策は，いずれも大学
等の知的リソースを穣極的に産業界へ移転し 新製品の開発や新規事業
の創出に結びつけていこうとしたものである。またこれらの施策にかか
わらず，これまでも大学等が産業界から研究者や研究経費等を受け入れ，
それぞれが対等の立場で共同して研究活動を行う f共同研究Jをはじめ，
民需企業の負担する経費でもって委託された大学等が特定の研究活動を
行う「受託研究J，企業の技街者や研究者を大学等が受け入れ，資質の
向上を留る「受託研究員J，さらに大学が産業界から寄付金として資金
を受け入れる「奨学寄付金」などのシステムを通して産学連携が行われ
てきた。 
このように様々な形で産学連携への取り組みや推進策がとられている 
28)大学等との連携により新製品を開発した企業の暫合は45.1%と，単独での，
異業者との連携での，販売先との連携による新製品開発のそれぞれ37.3%， 
37.3%，34.5%と比べて高くなっている。中小企業庁編 W2005年版中小企業
白書j，68頁。 
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が，これまでの産学連携は特定の企業と大学研究室とのつながりの中で
形成され，しかも金業の自前主義において不足する開発力を補完する形
で行われてきた。すなわちこれまでは大学の研究室に対して企業から窃
究資金が提供され，大学の研究者から全業へ研究情報が提供され，学生
の確保が容易になるといった非組識的な産学連携の関係にあった。この
特定の大学研究室と企業との関係が これまで産学の関でク百一ズドな
関係をもたらし，閉鎖的な産学の関孫から排除された企業は大学へのア
クセスにおいて不利な立場におかれた。大学サイドでも，特許関連経費
を負担する仕組みが不十分で，研究費以外の大きな見返りのない特許取
得にはインセンテイブが働かず，研究成果を特許化し， rtく産業界の
ニーズに沿って移転することを，また全業による新規事業の畏関のため
に大学の研究成果を外部開発力として戦略的に活用していくことを不十
分なものとしてきたといえよう。
さらに産学連携に際しては 企業にとって技術力や資金力など自らが
抱える開発資源上の問題をはじめ，連携先である大学等の研究内容を把
握した上で適切に連携していくノウハウ不足の問題，また大学サイドで
の産学連携の窓口をはじめ，手続き事務処理上の柔軟な対応問題29)の飽，
研究開発のスピードや研究成果に対する評価の違いなど研究開発の進め
方や研究方針の違いなどの問題により 大学等の有する技術シーズを積
極的に産業界へ移転し，外部開発力として企業が製品開発や事業化へ活
用していくことが十分でなかった。
したがって今後，大学等での優れた研究成果をはじめとする知的リ
ソースを産業界で外部開発力として戦略的に活用していくためにも，大 
29)産学連携における大学の問題点として， I契約の柔軟性J(37%)をはじめ， Iレ
スポンスJ (22%)，I産学連携の窓口J (15%)で不満足の評舗がなされてい
る。経済産業省産業技術環境高大学連携誰進課『技衛移転を巡る現状と今後
の取り組みについてJ2006年 6丹， 10真。 
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学や企業等が産学連携に対する考え方や立場を相互理解しながら，手続
きや能震に関して透明性の高いルールを整錆し，組織契約的lこ推進して
いくことが重要となる。
そこで，産学連携を組織契約的に進めていく上で，とくにここでは研
究開発から新製品の開発，創業や新事業の創出までのイノベーション誰
進に係る産学の連携形態として，共同研究，受託研究， VBL，TLO， 
大学発ベンチャーを対象にそれらの役蔀と課題についてみていく。 
4.産学の連携形態 
1)共同研究
大学等の技術シーズを産業界で外部開発力として活尾し，新製品の開
発，新規事業の創出や創業などによりイノベーションを推進していく上
で，産業界で活期されるような訴究成果(技街シーズ)の創出が不可欠
となる。そこで，まずは産学連携形態のうち知の創出に関係する共同研
究からみていく c 国立大学，国立高等専門学校や大学共同和用機関が，
民開企業，地方自治体，公益法人など民間等接関から研究費や研究員を
受け入れて対等の立場で共同研究するために文部科学省が制定し， 1983 
年に発足したのが「民需等との共同研究制度jである。
企業にとって，大学等との共同訴究に叡り組むことによって，応用や
開発研究など自社の中核部分に開発資源を集中しながら，リスクの大き
い未知の領域研究や長期を要する基礎研究能力の向上をはじめ30}，新製
品の開発や新規事業の開拓などへ結びつけていく開発効率の向上効果が
期待される。 地方で大学等にとっても 共同研究を通して外部訴究資金 
30)公的研究機関と共詞研究を行った場合，共再研究の実施に至る過程あるいは
その後のデイスカッション等により問題解決のヒントや解決法，開発妥当性
の註暁など様々な寄与から共用研究に対して肯定的な評倍がなされている。
科学技縮政策研究所 u8本企業の重要特許の成立過程に対する公的研究部門
の寄与に関する調査J2005年11月， 3~ 4真。 
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菌 1 共同研究実施状況の推移
実施件数 
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注) 2003年度より公立・私立大学等の数値を含む。
資料)文部科学省「平成16年度大学等における産学連携等実施状況についてjより
作成。
の獲得と同時に産業界における現実の問題を踏まえながら研究活動を
活性化し，高度化するなどの効果が期待される。この点で，産学の連携
形態として共同研究の意義をみることができる。
国公私立大学等による共同研究の実施件数は，国立大学の共同研究セ
ンターの設置や産学連携に関する法整備が進み，また従業員299人以下
の中小企業による共同研究制度への参入により到着実に増え， 2004年度
には 10，728件となり，民間企業等から受け入れた研究費総額辻264曹、円
)。1と過去最高を記録している(図 
31)共同研究実施件数のうち中小企業の占める割合は， 29.0%の3，111件となって
いる。文部科学者「平或16年度大学等における産学連携等実雑状況についてj
(文部科学省ウェブページ:http://www.mext.go.jp/b-menu/houdou/17/06/ 
05062201.htm) 
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しかしながら反面で，産学の共同萌究には次のような開題が考えられ
る。すなわち産学連携の問題でみてきたように，大学の研究者と特別の
つながりのない企業にとって共同研究へのアプローチがとちにくい窓口
の問題である。また共同研究へアプローチできたとしても，必ずしもそ
れが共同研究に適したパートナーとは隈らず研究成果についても郎事
業化に対応しているとは限らない問題がある。さらに経営資源の制約さ
れている中小・ベンチャー企業や創業者にとって 共同研究後の高品化
や事業化までを視野に入れたフオヨ一体制も企業にとって大きな課題と
なる。あるいは共同研究から生じた特許の取り扱いなど知的所有権の問
題，論文・学会発表を本分とする大学研究者の場合，研究或果のどこま
でを秘密にしておくべきかの守秘義務の問題3D，さらにこれらの問題に
対する契約書の作成など事務処理上の問題 大学研究者による費用対効
果の考え方や学校会計制度による予算執行上の問題などがあげられる。
その弛，当初全業から大学研究室への研究員の派遣が義務づけられてい
たが，現在では大学の硬究者が企業に赴き，企業の研究室を使って共同
研究できる分担型共同研究が認められたことから企業からの研究者派遣
はみられなくなり，人材交流による共同研究の効果が懸念される。
したがって企業による外部開発力の活用に向けて共同研究を実効性あ
る産学の連携形態としていくには 金業サイドでは大学本来の特性に配
意し，大学サイドでも企業ニーズに対する柔軟な対応や秘密保持へ配慮
するなど透明性の高いルールに基づき，共障研究へのアプローチを促し，
特許などの契約や資金管理等の事務処理を総合的に取り扱うサポート体 
32)産業界から大学での守秘、義務の不撤底や，薪しい研究成果の学会発表時期な
ど企業秘密の取扱いの不満については，経済産業者産業技術環境局大学連携
推進課，前掲報告書， 31~32頁を参黒。また研究或果の企業への移転にあ
たって守務義務に係る靖報の粘着性については， von Hippel.E.，“Sticky infor-
mation and the locs of problem solving:Implications for Innovation"，Manage-
ment Science，No. 40，1994，pp. 429-439.を参頭。 
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制の整備はもとより，共同研究の成果を企業による新製品の開発や新規
事業の創出に結びつけていくようなフォロ一体制を合わせて整備してい
くことが不可避となる。 
2 )受託研究
ついで，知の創出に関係する産学の連携形室長として，国立大学等にお
いて産業界等の外部から特定の研究テーマについて委託を受け，それに
要する経費を委託者が負担して大学等が研究開発を行う「受託研究制度J
があげられる。受託研究は，企業から研究資金の提供を受けて大学が委
託者の研究開発を実施し，その研究成果を委託者が活用していく産学の
達携形態である。
受託研究により，研究開発を受託した大学は研究資金を外部から調達
し，企業のニーズに沿った特定の研究活動を通して自らの研究龍力を高
めていくことができる。他方で，研究開発を委託する企業は，開発資源
としての開発資金の負担を除き，とくに自社の開発力が未整構でつスク
の高い新規な開発テーマや自ら直接研究開発するよちも優れた研究詑力
をもっ大学に研究開発を委託することから，研究のリードタイムや研究
リスクを節減して研究成果を効率的に入手できる。すなわち新規事業の
開拓にあたって，自社にその開発力がない場合はもとより，大学で開発
成功の確率が高い場合，あるいは医薬品の臨床試験や安全性試験など金
業自らが直接実施できず，また実施にあたって多くの入手や時間がかか
り常時実施するとは限らない研究開発の場合，大学へ研究開発を委託す
ることで研究のリードタイムを短縮し 低コストないし低リスクで研究
成果を入手しうる点にメリットがみられる。なかでも大学に研究開発を
委託することから，当該研究院発に対する研究人材の採用や研究機器の
設置を含めた研究開発資源を新たに調達する必要性がなく，研究開発資
源の長期菌定化の問題を回避することができる。そのため，研究開発集 
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留 2 受託研究実施状況の誰移
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注)2003年度より公立・本立大学等の数値を含む。
資科〉図 1に同じ。
約型や開発資源の制約がみられる企業を中心に開発の効率性を高めてい
く点で受託研究の意義が大きいといえよう。
国公立立大学等における受託新究実施件数は2004年震で15，236件，受
託研究費iま1，012雷、丹と顕調に増加している(図 2)。いずれにしても共
同研究および受託研究を通した産学連携の活性化からも，企業は大学を
独鎖的な技街シーズ創出のパートナーとして意識するようになっている
ことが分かる。その中で 82.6%を共再研究の相手先として全業が占め
ている共同研究実施件数と比べて，受託研究実施件数における企業の割
合は41.7%であることから33}，研究開発に係る産学連携形態の観点から，
企業が一方的に大学へ研究開発を委託するよりも大学と共関して知の創
造に取ち組む共同研究の形態が多くなっていることが看取される。 
33) 文部科学省，前掲[王子成16年度大学等における産学連携等実施状況についてJ 
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ただし受託研究では，受託できるだけの特定の研究開発力を大学が保
有し，蓄積しておくなど委託する大学に対する誹究開発力の評価をはじ
め，受託研究へのアプローチ，研究成果の機密性などの問題がみられる。
さらに委託元の企業にとって，委託資金の負担をiまじめ，開発成果の活
用に対する委託先との調整問題，研究成果の事業化にあたってのリスク
負担の問題の他，研究者の派遣の必要がなく，自ら研究開発を行なわな
いことから自社内での学習詑力の蓄積問題などがあげられる。
したがって受託誹究を全業の外部開発力の活用に向けて実効性ある産
学の連携形態としていくには 大学に対する研究動向をモニタリングし
ていく 宿報収集や人材の交流により受託研究へのアプローチを促すことa
をはじめ，特許等の契約，資金管理等の事務処理を総合的に取り扱うサ
ポート体制はもとより，受託研究の成果を新製品の開発や新規事業の創
出に結び、つけていくようなフォロ一体制を合わせて整講していくことが
不可避となる。 
3) VBL 
将来の産業を支える基盤技術となる研究開発の誰進をはじめ，ベン
チャー精神に富んだ創造的人材の育成や専毘の誹究教育設需の整備を自
的に， 1995年以降車立大学で整備されたベンチャー・ピジネス・ラボラ
トワー  (VBL)も，知の創出に係る産学の連携形態としてあげられる。
すなわちVBLは，大学での大学説生を中心に若手研究者の柔軟な発想
と能力を活用し，ベンチャー・ビジネスの窮芽となるような創造的な班
究開発の推進と企業家精神豊かな人材の育成を通して 産業界で新事業
の創出や創業などによるイノベーションの推進に貢戴していく役割をも
っ点、で産学の連携形態の 1っと考えられる。 
2001年時でおの大学に設置されているVBLの現状から鉛，確かに一面
で創造的な研究開発の成果として信人帰農の特許取得が増加し，また企 
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業家精神豊かな人祥を育成していくための起業講義やセミナーも大半の 
VBLで実施されるなどイノベーション推進の土壌を滋養する一定の成
果がみられる。
しかしながらその反面で 専任教官や事務官などスタッフ不足の問題
をはじめ，ベンチャーの能業を意識した運営を行っているVBLは30%
に満たず，企業と共同研究を行っていない，企業から人材を受け入れて
いない，全業へ学生を派遣していないVBLはそれぞれ24.0%，68.0%， 
91.7%に上っている。こうしたVBLでの専門スタッフ不足の問題を含
めて産学問の交流が必ずしも十分でなく，また共同・受託研究と同様，
研究成果の知的財産権としての管理や活用をはじめ，研究成果の産業界
への移転や事業化をサポートする体舗が未整婿である。そのため創業や
新規事業の創出に不可欠な知の創出に係る産学の連携形態としてVBL
をみた場合，その機能が十分に発揮されるかが慈念される。
したがってVBLをその本来的な設置目的である将来の産業界を支え
る基盤技街の研究揮発によち企業の外部開発力の活用に対して実効性あ
る産学の連携形態としていくためにも，スタップの充実をはじめ，企業
との共同・受託研究と関孫づけながら産業界のニーズを踏まえた研究活
動を誰進し，そこからもたらされる研究成果を産業界へ移転し，事業化
を誰進していくフォロ一体制を整備することが必要となろう。 
4) TLO 
大学等で創出された研究成果を特許化し，ライセンシングしていくこ
とを基本業務とするのが，技術移転機関 (TLO)である。したがって
大学等から移転される技衡を外部開発力として企業が活用し，薪製品の 
34)新谷由紀子「ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー (BVL)の現状と課題に
関する調査から見た大学発ベンチャーの支援方策の在り方j筑波大学大学研
究センター『大学研究J，2002年， 2頁， 6 ~ 9頁。 
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開発，創業や新事業の創出につなげていく点で， TLOはイノベーショ
ンの推進に保る産学の連携形態、といえる。そこから， TLOは大学から
移転される技術を全業が活用することで新製品の開発，創業や新規事業
の創出などによちイノベーションを推進する上で重要な意義をもつこと
となる。大学にとっても TLOはロイヤリティ収入を通して大学の新
たな資金源に資するとともに 大学研究者の研究成果に関する対値意識
を高め，ライセンスされるような事業ニーズを踏まえた研究活動の促進
などの効果が期得される。さらにTLOという組織レベルでの技術移転
が制度化されることから，これまでの研究室レベルでの産学連携関係を，
いわば組織契約的な連携関係へと転換させていくことにも意義をもつこ
ととなる。
大学等技術移転促進法が制定された1998年以蜂 2005年 9月時点にお
いて，文部科学大臣及び経済産業大臣により承認された41機関，認定さ
れた 4機関の合計45機関のTLOが設置されている。 TLO設置の増加に
菌 3 承認τLOの技術移転実績の推移
特許出願件数 百万円 
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資料)図工に同じ。 
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f半い， 2004年度でTLOによる内外特許出願件数はそれぞれ1，226件， 
699件およびロイヤリティ等収入も 29億円と年々増加しており〈図 3)• 
大学等における研究成果の特許化や産業界への技術移転でTLOの一定
の成果がみられる。
しかしながら TLOの損益状況をみると，利益を計上している TLOは
少なく，関連経費を考慮すると TLOの収益性はよくない35)。またTLO
の問題点として， iTLOの予算不足jと「コーディネートする人材不足j
がともに44.4%と最も大きしついで[全学的な取り組み姿勢の弱さ j 
(40. 7%)や「研究者の意識不足J(33.3%)などがあげられている36)。
こうしたTLOにおける収益性をはじめ，資金基盤やスタッフ不足， 
TLOの認識不足の也，技術移転後の事業化に対するフォロ一体制の未
整婿から， TLOによる新製品の開発，説業や新規事業の創出などによ
るイノベーションの推進に対する効果が懸念される。
したがってTLOを企業の外部開発力の活用に資する実効性ある産学
の連携形態とするには，大学での萌究成果の特許化など知的財産を保護，
管理する知財管理本部37)との協力関係の強化や一体北など役割分担を明
確にした上で. TLO自体のキャパシティを考嘉して，特定の技衛移転 
35) TLOの収益状況については，描稿「産学連携による技指移転Jr千葉大学経、済
研究j第21巻第 1号， 2006年 6月， 29~32頁を参尽されたし。 
36) B経産業活費誹究所 f日経地域情報.1390号， 2002年 5fi6日， 9 ~10真。あ
るいは fスタッフの不足J(22回答数)の組， I企業鶴のニーズ把握が不十分j
{向15)，ITLOの靖報発信， J(同 8)などTLO自らの抱える詞題がPR不足
あげられている。中小企業庁編 r2∞3年版中小金業白書.1， 206頁。 
37) 2-∞4年度から文部科学省は，①明確な知的財産ポリシ一等のルールの確立，
②組識的な全学の知財マネジメント祥事jの整備，③知的財産に係る専門人材
の確保，④効果的・効率的な知財活用体制の強化を目的に「大学知的財産本
部jの整備を進め， 2004年§足時点で119件 (24.3%)の整舗がみられ，今後
の整錆予定の174件 (35.5%)を加えると， 6害jの大学で知的封産の管理活用
体制の整構が進んでいる。文部科学省研究振興局『大学知的財産本部の整矯
状況J2005年 1月， 11頁。 
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分野に焦点をあて 事前の市場調査やマーケテイングにより技術移転の
可能性を精査し，ライセンスの可能性の高い研究成果を特許出頴するこ
とで持許関連費用を抑制するなどTLO自体のパフォーマンスを向上し
ていくことが必要となる。また産業界への技術移転を積極的に促すため
の研究成果の公開や技術相談，さらには技第移転後の事業化支援サーゼ
スなど業内を拡充していくことも必要となろう。こうしたことが，移転
先の企業ニーズに適した技術の活沼につながり，新製品の開発，創業や
新事業の展開にスムースにつながり，技術移転を促進することとなろう。 
5)大学発ベンチャー
創業や外部開発力を活用し新規事業を創出していく産学の連携形態と
して，産業界で新規事業などのベンチャー活動を実践していく上で，大
学等の研究成果を活用ないし大学関孫が関与したベンチャー全業として
大学発ベンチャーがあげられる。そもそも「大学発ベンチャー金業とは，
大学の研究開発の成果を活用して その事業化を図ることを目的に設立
された企業jという近畿経済産業局による定義づけにみられるようにお)，
大学発ベンチャーは大学発として大学等でもたらされた新た会技街やビ
ジネス手法を活用して産業界でベンチャー活動を行う，あるいは大学等
での人材や資金などのリソースが関与して設立されたベンチャー企業を
意味するお)。つまり大学発ベンチャーとしては，大学の研究者が兼業等
により事業活動に従事する，ないし大学等の研究成果の移転により行わ
れる 2つの創業のタイプ あるい辻大学等で生み出された新たな技術や 
38)近畿経済産業烏『大学発ベンチャー先行事備の超業プロセスと成功モデルに
関する調査報告書J2002年， 4真。 
39)大学発ベンチャーの設立形態として， i大学で生まれた研究成果を基に起業し
た」形態が484社 (60.6%)，r大学と関連が深いj形態カ宝315社 (39.4%)と
なっている。日経BPコンサルティング『大学発ベンチャーに関する基礎龍査j 
2004年 3月， 7 ~ 8真。 
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大学の保有する知的リソースを産業界でのベンチャー活動に活用する，
ないしベンチャー全業に対して大学の研究者や学生など大学等の関係者
が人的にあるい辻出資など資金面で関与する彰惑がみられる。
いずれにしても大学発ベンチャーには，大学ないし大学の研究者が設
立したベンチャー企業ばかりでなく，既存全業が大学等との共同研究な
どを通して得た研究成果に触発され，ないし大学関係の諸資源が関与し
てベンチャーとして設立された企業も含まれ，大学等が廃与して産業界
でベンチャー活動を行う点で 大学発ベンチャーは創業や新規事業の創
出などイノベーションの原動力として重要な役割を担う産学の連携形慧
といえる。
イノベーションに対する大学発ベンチャーの意義については，第 1に
大学の研究成果やリソースを活用してベンチャー金業が設立されるとい
う創業が活発になることである刻。第 2は，大学の研究成果や知的リ
ソースをはじめ，専門家としての大学研究者，大学の知名度や権威を有
効活用することで，事業関係者や新規顧客に製品事業を説明する場合に
大きな信用が得ら乱るなど41)創業や新規事業の展開および事業基盤の強
化に資する意義である。また先行投資の必要な研究開発翠の大学発ベン
チャーにとって，大学施設の比較的安価な利用や大学内外の専門人材と
の接触機会も事業基盤の強化につながり，イノベーションの推進に資す
ることとなる。 也方で大学にとっても 大学発ベンチャーを通して大学
の資源が社会的に活用される社会的実献の点で意義あるものとなる。
経済産業省によると， 2005年 3月末で，日本での大学等(大学・高専) 
40)大学発ベンチャーの経演波及効果については，経請産業省 f平成16年度大学
発ベンチャーに関する基礎調査報告書J 2005年 6月， 6~ 8頁を参，顎0 
41)大学発ベンチャーの強みとして， r関係する大学や教授のネームバリューを活
用できることjが最も多く指掃されている。日本総合研究所『大学発ベン
チャーに関する基礎調査J2003年3月， 39夏。 
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函 4 大学発ベンチャー企業設立累積数の推移
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資料〉経済産業省f平成16年慶大学発ベンチャーに関する基礎調査報告書J2005
年 6月。
発ベンチャー企業の設立は1.112社で  2003年に掲げた「大学発ベン
チャー1000社計画jが達成された形となっている(国 4)。大学発ベン
チャーの現状については，自経BPコンサルテイングの「大学発ベン
チャーに関する基礎調査jによると 42)，創業時点までに事業化に至らず
開発段階にある大学発ベンチャーが多く，創業資金は比較的小さいが，
潜在的に市場規摸の大きい分野での進出が多いという特鍛がみられる。
このことから，大学発ベンチャーは潜在的に大きごと市場を対象に技街
シーズの事業化に取ち組み始めた段階にあり，本格的な事業活動に至っ
ていない状況にある。そのため，大学発ベンチャーのうち52.5%が赤字
であるなど事業収益的に厳しい状況にある。
また大学発ベンチャーには，一般のベンチャー企業と同じく，ベン
チャーとして境弱な財務体質を中心とした経営資源不足，なかでも製品
開発，製造，マーケティング，経理，資金調達，法務など様々な経営ス 
42) 日経BPコンサルテイング，前掲報告書， 74夏， 84頁， 89頁， 91頁。 
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キjレが不可欠となる創業の取り組みに対して 一般に大学発ベンチャー
はそうした知識やノウハウなどの経営資源が不足している針。その也大
学発ベンチャーには，これまで学術研究にウェイトをおき，市場志向や
コスト意識が低いこと，大学職員のベンチャー活動に関する制約が多い
など大学組識の閉鎖性からもたらされる柔軟な対応や迅速な意思決定の
開題，および大学という性搭から派生する公共的な責任を負って行動せ
ざるをえないなどの問題点があげられる判。
したがって産学の達携形態に諮る大学発ベンチャーの輩出によりイノ
ベーションを誰進していく上で，大学発ベンチャーにはその設立や事業
農開に捺して不足がちな資金調達および取引先などに対するアドバイス，
コンサルテイング 専門的な人材確保などの体系的な経営支援が不可避
となる。 
5.産学連携形態の爵係づけ
外部開発力を活居し，企業の新製品の開発，館業や新事業の創出など
に資する産学の連携形態として，共同研究をはじめ，受託研究， VBL， 
TLO，大学発ベンチャーを取り上げてみてきた。確かにこれらの形態
は，イノベーション・プロセスの中で技梼シーズの創出，技衡の移転，
新製品の開発，館業や事業化などの機詑をそれぞれ担い，果たしている。
しかしながら産学連携に対する期待が高まり，その制度改草が相次ぎ， 
43)大学発ベンチャーが直面する課題として， I人材の確保・育成が難しいjとの
匝答が一番多くなっているように，創業時では事業のコアとなる開発担当者
以外の管理実務者，マーケテ千ング，封務など各種業務を担う人材の確保や
育成が大きな課題となる。経済産業省，前揮『平或16年度大学発ベンチャー
に爵する基礎調査報告書J，38頁。 
44) 大学発ベンチャーの ~îjみとして， I経営の経験がないjや f大学との関採で活
重きの自由が能約される場合があるjといった いわば大学での経営の未経験
や活動面での部約をデメリットとして惑じている大学発ベンチャーが多くみ
られる。日本総合接究所，前掲報告書， 41頁。 
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産学の連携システムが整備されるにつれ，イノベーション・プロセス全
体の観点からどの形態がどこまでの役割を担っていくかが分かりにくく
なり，0-いては大学等の知的リソースを金業が外部開発力として活用し，
新製品の開発，創業や新事業の創出へ自に見えるような形で結び、つけて
いく連携システムとしては不十分なシステムとなっていた。
イノベーション・プロセス全体の観点からみて 例えば共同・受託研
究やVBLでは，産学との研究活動へのアプローチや研究活動でもたら
された研究成果を知財として活吊し 事業化へ実際に結びつけていく機
能が不十分である。 TLOでは，移転すべき技術シーズの創出や移転後
の事業化支援機龍が不十分である。大学発ベンチャーでは，事業基盤と
なる技術シーズの創出や大学等からの技街移転を含めた創業や事業経営
にあたっての隷々な経営支援機能が不十分であり しかも各形態関の関
係づけが十分に整理されていない。さらに産学達携の問題点で指摘して
きたように，特定の大学研究室と結びつきのない企業にとって大学は依
黙として敷岩が高く，アプローチしにくい存在であり，産学連携に係る
統一的な窓口や契約など事務処理体制の整積も十分で、なかった。その結
果，これまでの産学の達携形態だけでは広範なプロセスにわたるイノ
ベーションの推進に対して十分な機詑を果たしてこなかった。
そこで，ここで改めて新製品の開発，創業や新事業の創出に向けて産
と学の 2つの異なった部門を仲介するとともに，産学に係る連携形惑を
関係づける組織として，技梼桔談をはじめ，共同・受託研究の窓口とし
て研究開発面で技街シーズと企業ニーズのマッチングを行う「ワエゾ
ン・オフィスjと，創業や事業化面で様々な経営サポートを通して連携
形態の関孫づけに係る「インキュベーションjを取り上げてみていく。 
1	)リエゾン・オフィス
企業が大学の研究者に共同・受託研究を申し込み 円滑に研究活動を 
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進めるための窓口として1980年代後半から国立大学で設置されるように
なったのが，リエゾン・オフィスである。ワヱゾン・オフィスの役割や
呼称に関しては規定がなく，各大学の自主的な運営に任されているが，
一故にリエゾン・オフィスは ①外部からの技術相談および研究内容に
関する問い合わせに応じ @大学の研究内容を外部へ紹介し，③権利fと
される以前の技術開発として共同・受託研究に結びつけていく役割を
担っている。そもそもリヱゾン (Liaison)とは，連結するものを意味
し，組織や人を連結するために必要な清報を収集，フィルタワングし，
伝達する機詑をもっO したがって大学のワエゾン・オフィスも，産と学
を連結するため，①情報収集として企業から技待相談を受け，②靖報発
信として技街交流や研究会の関鑑などの啓蒙活動を通して大学の研究内
容を外部に紹介し ③フィルタリングとして共同・受託研究のための申
し込み手続きや大学の研究者との間をコーデイネートする役割を担うこ
ととなるc 
1)エゾン・オフィスの設置により，確かに企業による大学との共同・
受託研究へのアプローチが保されることとなる c しかしながち現実には， 
1)エゾン・オフィスが共同・受託研究に関わる事務手続きを全て仔うわ
けではないc またリエゾン・オフィスの業務内容も大学にf壬され，学内
の位置づけも工学部の下部機関ないし全学的に独立した機関など援味な
ためその役割が十分に認識されず，スタッフ不足の問題と合わせてワヱ
ゾンの機詑が十分に発揮されていない状況にある。すなわち企業が共
同・受託誹究のため大学にアプローチする場合必ずしも大学の相談窓
口としてリエゾン・オフィスを認知し，活吊しているとは援らず，これ
までのように学会または論文のデータベースによって専門分野の大学研
究者を探し出し，産接問い合わせるケースが多くなる45)。
またリエゾン・オフィスと呼称、は異なるが共同研究実施の場となり，
企業など技術者に対する高度な技術研諺や技街相談を行い，地域産業と 
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の連携やその活性住に貢献することを自的とした地域共同研究センタ一
等との役割が依然として暖味で 剥用されにくくなっている謝。さらに
企業での勤務経験のないリエゾン・オフィスのスタッフでは，企業の求
める技術シーズと大学研究者の研究内容を一致させることや，研究成果
のアウトプットに関しでも必ずしも十分な対応ができないなどの問題が
考えちれる。その他1)エゾン・オフィスには，大学の一組識であること
から学校会計制度による柔軟な予算執行に制限があり 事務担当者の定
期的な人事異動などによる事務処理ノウハウの蓄積問題もみられる。
いずれにしてもワエゾン・オフィスは 全業との共同・受託研究の窓
口をはじめ，技術相談，講演会や研究会の開催などを通して産学に祭る
仲介的ごと役割を担うとともにこれまで大学の研究者と値人的な結びつ
きの強い童学の連携関係をリエゾン・オフィスを介する組識契約型の連
携関保へと転換する役割を担うこととなる。したがってリエゾン・オ
フィスを全業の外部開発力の活現に向けて実効性ある産学の連携機関に
するには，共同・受託研究，広報や啓蒙活動を巡って地域共同研究セン
タ一等との役割区分を明確にした上で，学内での組識上の位量づけはも
とより，リエゾン・オフィス自体の認識を高めるとともに，ワエゾンを
専門とするスタッフの充実が不可避となろう。
リエゾン・オフィスとTLOの関係
企業からの技術相談をはじめ，共同・受託研究を推進するため研究内
容の紹介や手続きの補助業務を通して産学開での技術ニーズとシーズの 
45)共同研究申し込みの88.2%が研究者への藍接の申し込みであ句， 1)エゾン・
オフィスを利用した醤合は9.4%にすぎない。鵜ヲi宣道 fl)エゾン・オフィス
に求められる役割Jr 8 9貰0弘前大学人文社会論叢i第6号， 2001年， ~ 
46) 1)エゾン・オフィスと再様，大学の萌究成果を外部へ結介するための講漬会
や交流会など広報活動の役割を担っている地域共同研究センターの存在を知
らない企業カ宝41%あり，利用した企業は32%にとどまっている。綿引宣道「北
東北の民間企業と地域共再研究センターについてJr弘語大学人文社会論叢』
第15号， 2006年， 45~46頁。 
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マッチングを図ち 研究開発面でイノベーションを推進していく機関が 
1)エゾン・オフィスである。それに対して，大学で生み出された研究成
果を特許化し，脊許をライセンシングする機関がTLOであった。
このように薙かにリエゾン・オフィスは，知討をもたらす研究開発と
しての共同・受託研究に TLOは研究開発後の研究成果の特許化やラ
イセンスに係る点で形式上それぞれの業務内容は区分される。しかしな
がら大学の技術シーズの産業界への移転活用という一連のイノベーショ
ン・プロセスの視点からリエゾン・オフィスとTLOの役割を捉えた場
合，それぞれの活動基盤となる技術相談や研究内容の紹介などの誌報や
啓蒙活動をはじめ 研究成果の知財としての管理各機関での交渉や契
約等の事務処理および技術移転後の経営支援サーぜスまでの一達の機龍
が不可分に関連しており それらの機龍を巡り業内も広がってくる。そ
こから，例えばTLOにおいても，権利イとされる前段階の研究成果を或
り扱うことで共同・受託研究に採るリエゾン・オフィスと無関係ではな
くなる。またTLOでのライセンス前に大学研究者と技痛相談している
うちに技術移転や共同・受託研究の話が出た与，あるいはリエゾン・オ
フィスを通して共同・受託研究を進めている中で研究成果が特許化され，
大学と企業との特許持ち分の話し合いが行われるなど，必ずしもリエゾ
ン・オフィスとTLOの役割分担が明確にできないケースもでてくる。
そもそも技術移転には，一般的に①研究開発から発明がもたらされ，
②発明を特許として出願	 権利化し ③持許に輿味を持ちそうな相手先
を龍査し，条件などの調整後，実施許諾契約を締結して技術移転を行い，
②移転先で製品化するプロセスが関わってくる。また開発競争が激化し，
迅速な開発や事業化が求められる中で 特許出願後すぐに技術移転がス
タートするため，研究成果の権利化と技術移転は同時並行して行われ，
それらは緊密に関係してくる。さらに最近では，発明者自身がベン
チャー企業へ技街を移転し，大学発ベンチャーを設立するケースや，移 
32 	 (286) 

千葉大学経j斉誹究第21巻第 3号 (2006年12月〉
転した技術に基づく製品改良のために共同・受託研究へ発展するケース
も考えられる。
いずれにしても技街移転のプロセスに辻，企業の技第ライセンスはも
とより，ライセンス前の共同・受託講究や知財管理，さらに技術移転後
の改良や製品・事業化までの全てのイノベーション・プロセスが関わっ
ており，イノベーション・プロセス全体の視点から有機的に技術移転を
管理していかなくてはイノベーションは効率的に誰進できない47)。その
ためリエゾン・オフィスとTLOの役割区分も，技術相談，共同・受託
研究，研究成果の特許化やライセンシング，製品・事業化といった一連
のイノベーション・プロセスを考麗し かっ利用者の利便性を高めるた
めのワンストップ・サービスをめざして，双方の機能をー格化するなど
有機的な関係を構築した上で，共同・受託研究や技篠移転をサポートし
ていくことが必要となろう。
例えば，立命館大学のつエゾン・オフィスでは，広報活動，技術シー
ズの発掘かち権利化，技街シーズを活かした共同研究や技術移転，研究
プロジ、ェクトの企画・串請から採択後の運営，さらに大学発ベンチャー
支援の要望に応える産学連携に係るサーどス体制がワンストップで整え
られている制。また東北大学では，ワエゾンの機能をもっ未来科学技街 
47)東京大学では，知的財産に関連する上流{知的財産の創出に関わる産学共同・
受託研究等の推進)から下流(知的財産の活尼に関わるインキュベーション
や起業化並びに既存企業での事業化等)に至るまでの共通基盤を提供する役
割を産学連携本部が担い，イノベーション・プロセス全体の携点から知討の
宥機的な管理がなされている。総合科学技務会議『知的貯産戦轄についてi 
2005年 5月31日， 3.文部科学省参考資料， 43頁。 
48) I大学においてリエゾンオフィスが果たす役割Jr産学官連携ジャーナルj科
学技術振興機構，創刊号， 2005年 1月， 30頁。あるいは信州大学では，産学
官連携推進本部と{捕信州TLOが連携して，大学で生じた技術シーズを中心に，
ライセンシング(交渉，技術内容の評価，技衛シーズの調査)，市場調査，
マーケテイング，ゼジネスプラン，金融支援などイノベーション・プロセス
全体に探る業務を実施しているケースがみられる。『産学官連携ジャーナルj
軒学技術振興機構， Vol.1封。10，2005年10丹， 1頁。 
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共同研究センターのNICHeとTLOの東北テクノアーチが閉じ建物内に
あり，かつ関与する入が共通しているなど有機的な関採にあるワエゾ
ン・オフィスとTLOのケースカ宝みられる。 
1)エゾン・オフィスとTLOの有機的な関係づけにより，技術相談，
共同・受託研究や技術移転など産学の連携形態相互の関係づけが可能と
なり，誹究開発とライセンシング活動が有機的に結びつけられ，かつ組
識契約的な産学連携関係をもたらすこととなろう。また 1)エゾン・オ
フィスやTLO本来の機能を充実していくためにも 研究開発から事業
化までをコーディネートし，産業界の技街ニーズと大学の技術シーズを
マッチングさせる人材の確保や育成，および大学の研究者や研究内容，
特許靖報に係るデータベースの作或をはじめ，定期刊行物の刊行，訴究
成果の発表会や意見交換会の関寵など産学のニーズとシーズに関する情
報交流を促進することが不可避となる。その中で 1)エゾン・オフィス
とTLOの関係づけは，それらを同時に整備できる点でも効率的となろ
つ。 
2)インキュベ、ーション
企業の外部開発力の活用により新製品の信発，創業や新事業の創出に
資する共再・受託研究 TLO 大学発ベンチャーなど産学の連携形態、
は，それぞれスタッフや資金を中心とした運営基盤の課題を抱えており，
かつ各形態の機能だけでは大学等の研究成果をスムースに企業へ移転し，
それを企業が外部開発力として活用し イノベーションを展開していく
上で十分でなかった。そのため各運営基盤への支援はもとよち，イノ
ベーション・プロセス全体の観点から各形態を有機的に関係づけてイノ
ベーションを誰進していくことが必要であった。
そこで，事業スペースや雄設などハード面および経営，開発ノウハウ
のアドバイスなどソフト面までをワンストップで支援し，創業や新事業 
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の創出に係るイノベーションを人為的に活性化していく組織としてイン
キュベーションがあげられる。すなわちインキュベーションは.r創業
ないし創業関もない企業等や薪分野展開を国る企業等に対し不足するリ
ソース(ソフト支援サーピスや低賃料スペース等)を提棋し，その成長
を促進させることを目的とした施設J(8本新事業支援機関協議会: 
JANBO) として規定されているように，インキュベーション辻創業や
新規事業の展開における研究開発から事業成長段階までの課題に適した
ハード彊およびソフト面から支援する役割を担っている49)。したがって
インキュベーションは，創業や新事業創出に係る産学の連携形態を支援
するとともに，支援を通してイノベーション・プEセス全体の観点かち
各連携形惑を関連づける役割を担うこととなるc
いずれにしても大学の研究成果を企業が外部開発力として新規事業の
創出や襲業へ活用していくには，単に技術や知財ばかりでなく，事業計
画の策定をiまじめ 資金調達財務やマーケティング等の専門知識やノ
ウハウ等が不可欠となる。なかでも知の創出を担う共同・受託研究や 
VBLと違って，創業や新規事業のため大学等の研究成果を産業界へ移
転していく TLOや大学等の研究成果を現実の産業界で活用していく大
学発ベンチャーにおいては これまで大学で経験の少ない事業活動と深
く関わっているだけに，創業や事業化に関わる支援をワンセツトで
ていくインキユベ一シヨンの意義iはま大きいものと考えられる O
ところで，イノベーションの推進にとってインキュベーションが大き
な意義をもっとはいえ，わが匡ではインキュベーションの設量そのもの
が緒についたばかりである。しかも貸し事業スペースなどハードな施設
面での支援が中心で，創業や事業運営に係る各種ソフト富での支援サー 
49) 日本新事業支援機関協議会を含めインキュベーションの規定については，拙
寝 f中小企業の開発戦略に対する支援策としてのインキュベーションJU千葉
大学経請研究』第17巻第 1号， 2002年 8月， 62~63頁を参照されたL-o 
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ピスを提撰するインキュベーションが不十分な状況にあった50)。その結
果，技術開発，製造，マーケティング，経理，法務，資金調達など様々
な経営スキルが不可欠となる創業や新規事業lこ対する支援としてイン
キュベーションの機能が十分に発聾されず，ひいては大学等の外部開発
資源を活用した創業や新規事業の輩出に対して十分な役暫を果たさない
要国となっているとも考えられる。
したがって今後，大学等の外部開発資源を活用した創業や新規事業の
能出に対する支援としてインキュベーションを実効性あるものにしてい
くには，創業や新事業の創出に係るTLOや大学発ベンチャーの課題に
対して，単なるハード面ばかりでなく，種々の課題に適した外部専門家
の詔介を含めたきめ縮かな専門的知識やノウハウをワンストップにより
提供していくソフト面で充実したインキュベーションを整嬉していくこ
とが不可欠となろう c 
TLO・大学発ベンチャーとインキュベーションの関係 
TLOが主たる業務とする大学等から生み出された技荷シーズの権制
化やライセンシングは イノベーションにおける一つのプロセスにすぎ
ない。しかも現在のTLOは，その業内において単に技衛移転ばか号で
なく，移転後の大学発ベンチャーの設立など事業スタートアップの支援
までもが求められている。というのもTLOでの技術移転は，あくまで
も技術シーズの実用化や事業化のための手段であり 移転した技請を基
に館業や新規事業を展開し，イノベーションを推進していく上で，ビジ
ネスプランの作成や資金調達など種々の経営支援が求められるからであ
る。なかでも金業と異なり事業化を想定していない大学で生み出された
技術が， TLOや大学発ベンチャーを通して社会的付加価笹を生み出し， 
50)インキュベーションの現状と課題については，拙詰，向上稿， 65~74頁を参
揮、されたし。 
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イノベーションを実現していくには，これまで大学で経験のない製造，
マーケテイング，経理，法務，資金読達など様々な経営スキルに関する
知識やノウハウが不可欠となり，それら橡々な経営スキルをワンストッ
プで支援していくインキュベーションが必要となる。
また移転技術の事業化支援の観点から，インキュベーションを通して 
TLOと大学発ベンチャーの産学に係る連携形態が存機的に関係づけら
れることとなる。こうした関係づけについては， f7えばTLOのTAMAtl
協会の提携下にある有力会員が， i富士電機起業家支援オフィス(略称: 
HO)J (1999年11月)などのインキュベーション施設を設立し， TAMA 
協会がこれらインキュベーション施設の入屠企業に対して，産学連携や
公的資金の活用，販路関柘のソフト面でのサーピスを支援するなど  
TLOとインキュベーションを相互に関係づけているケースがみられる加。
また大学発ベンチャーを大学キャンパス内のインキュベーション雑設
に入居させるような2002年 6月の蔵管第 l号大歳省管財局長通知による
制度直での整積も，大学発ベンチャーとインキユベーション双方の関保
づけを深める施策といえる。学内で双方を関係づけることは，大学研究
者の起業に対する意欲の向上など大学等の技街シーズや人的資源を基に
した起業創出の環境を醸成することにもつながろう。
ただしそれらの関孫づけに捺しては ソフト面で充実したインキュ
ベーション施設自体を整錆していくことはもとより，創業や新事業を創
出し，イノベーションを推進するという明確な共通の巨的意識をそれぞ
れがもち，一定の権摂をインキユベータへ委譲した上でインキュベータ
が讃極的にTLOや大学発ベンチャーにおける創業や新事業の展開を支
援するか，あるいはインキュベータが支援アドバイスの事務局的な役割 
51)鬼玉俊洋 fTAMA企業の技帯力とクラスター形成状況JWRIETI Discussion Pa-
per Seriesj経済産業研究所， 2003年目見， 11真。 
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に徹するかの役割分担を明確にしていくことが必要となろう。 
6.おわりに
経諸活性化に向けて技術シーズの創成から事業化に至るまでの広範な
イノベーション・プロセスをスムースに展慢していく上で，一方で、市場
を熟知し事業活動を実践する産業界と 他方で技指シーズとなる高度な
研究成果を導出し，蓄讃する大学等とを有機的に連携していく産学連携
が注目されている。なかでも知の創造をE的とする大学と製品の開発，
提供を百的とする企業の連携する産学連携は 外部開発力として大学の
技術シーズを戦略的に活用する企業の重要な開発戦略となってくる。
産学連携の中で，本研究では企業にとって外部開発力として大学等の
技術シーズの活用により新製品の開発，創業や新事業の創出に資する連
携形芸として，共同研究をはじめ，受託研究， VBL，TLO，大学発ベ
ンチャーを取り上げてみてきた。表 1より，確かにこれらの形態、は，イ
ノベーション・プロセスの中で技術シーズとなる研究成果の創出，技橋
移転，新製品の開発，創業や事業化の機龍をそれぞれ担っていたG しか
しながらそれらの連携形慈には スタッフや資金冨での運営基盤が必ず
しも十分でないといった自ら抱える問題の他に 産学連携の整備が進展
するにつれ一連のイノベーション・プロセスをスムースに震関していく
上で連携形態相互の関係づけが十分に整理されていないといった問題が
みられた。
したがって産学連携によ力産業界において大学等の知的ワソースを戦
略的に活用し，新製品の開発や新事業の創出によりイノベーションをス
ムースに展開していくためにも，一方で大学サイドにおいて，特許や共
同研究など産学連携に採る業績を重視するなど大学研究者の評錨システ
ムの改善を通して産学連携に前向きな大学研究者の数を増やすとともに，
共同研究や特許取得，技第移転を活発にするような広報活動や窓口業務， 
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契約などの事務姑理面をサポートする仕組みづくちが必要となる。他方
で企業ないし産業界サイドにおいても イノベーションの推進に不可欠
な知の創造から技指移転 事業化までを担うという大学の新しい役割を
理解し，イコール・パートナーを前提に穫撞的に研究交流，技栴相談，
共同・受託研究， TLOの連携影惑を介して外部開発力として大学等の
知的リソースを活用していくよう岳らの開発戦略を位置づけ，組織的に
取り組む姿勢が求めら乱る52)。
このことは，産学連携に祭る総合的な窓白業務の整債，強化を求める
こととなり53}，連携形態の相互の関係づけを促し，さらにこれまでの特
定の大学研究者と企業による連携関孫から組織契約型の連携関係への転
換を促すこととなろう。つまり技術ニーズとシーズのマッチングを図る
研究活動や研究成果に係る産学連携の窓口機関としての T)エゾン・オ
フィスを通して共同・受託研究やBVL，TLOの連携形態が関孫づけら
れることとなる。また技術シーズを艶業や事業北へ結びつけていく際の
経営支援としてのインキュベーションを通して TLOと大学発ベン
チャーが罷係づけられることとなる。これらの関係づけは，外部開発力
として大学等の知的リソースを活用して研究成果から新製品の開発や新
事業の創出までを一貫してスムースに展開するばかりでなく，産学の連 
52)産学連携の誰進にとって必要な事項として， I民関企業から大学等への積極的
な研究委託J(19.2%)，I大学等における発明の権利化の支援や知財管理体制
の整備J (15.6%入「大学等におけるワエゾンオフィスの充実J(14.5%)，i技
第移転機関 (TLO)の充実J (11.1%) といった産学に保る連携形態の整備は
もとより， i大学における契約事務等，各種手続きに関する簡素化J(28.5%)， 
「産学官相互の対話のための各種交流会の開催J(17.7%)，I連携促進のため
の諸髄度の周知J(17.1%)など産学連携にお汁る事務処理や啓蒙，広報活動
などが求められている。文部科学者科学技術・学術政策局，前掲『平成16年
震我が国の研究活動の実態に対する調査報告J，42頁。 
53)全業ニーズの取り込みに対応するための産学連携組識の改編や体制・ルール 
f乍与については，経済産業省産業技街環境渇大学連携推進課，前掲『技術移
転を巡る現状と今後の取り組みについてJ，34莫を参照。 
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大学での事業経営の米
経験
大学組織の閉鎖性
[研究成果の事業化への 学習能力の蓄積問題r)・旬、Eh0Q 
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共同研究へのアプロー 受託研究へのアプロ… スタッフの充実 知l財本部等との役割分 創業や新規事業の展開
チの促進 チの促進 共同・受託研究との関 担の明確化 に際しての体系的な経
対応、
秘密保持などルールの
確立
知財や資金管理など事
務処理体制の整備
事業化へのフォロ一体
制の整備
秘密保持などルールの
確立
知財や資金管理など事
務処理体制の整備
事業化へのフォロ一体
制の整備
係づけ
研究成果の移転，事業
化へのフォロ一体制の
整備
TLO自体のパフォー
マンス向上
研究成果の公開，技術
相談の促進
技術移転後の事業化支
援サーピスの充実
営支援サーピスの充実
連携形態の関係
づけ機関
基本的役割
問題点
共同・受託研究の窓口，事務処理
技術相談など情報収集，研究内容の紹介など情報発信，産学問での仲介的な役割
学内での位置づけや地域共同研究センタ…などとの役割区分の峻昧さ
リエゾン・オフィスの認識不足，スタッフ不足
学内での位置づけや地域共同研究センタ…などとの役制区分の明確化
対応
リエゾン・オブイスの認識の向上，スタッフの充実
連携形態の関係づけ機関
創業や新規事業活動に対する事業スペースや施
」ぃ糊汁物
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基本的役割 設などハード面および経営ノウハウや専門知識
などソフト閣での支援
インキュベーション施設の不足
問題点
ソフト面での経営支援不足
事業化準備から事業成長段階までの各種課題に
対応 適したソフト面で充実したインキュベーション
施設の整備
品
ト--'
イノベーション誰進のための産学連携形態の有機的統合
携形惑の有機的な関係づけにとっても必要となっていた。すなわち大学
等の研究成果を外部開発力として企業が活用し 新製品の開発や新規事
業の創出に結びつけ，イノベーションを推進していく上で，まずは窓口
や事務処理業務を担うリエゾン・オフィスに企業から技術的な課題が持
ち込まれる。そこでのフィルタリングを通して，明確な開発課題の下で
の共開・受託研究， VBLにより技術シーズとしての研究或果がもたら
される。さらにTLOやインキュベーションを介して事業化可能性の高
い研究成果を種々の経営支援サーどスを踏まえながら産業界において活
用することで，新製品の開発，創業や事業化までのイノベーション・プ
ロセスを一貫して展開していくシステムが確立されることとなる。それ
によって，大学では企業ニーズや課題に刺激された新たな研究開発が推
進され，そこからもたらされる研究成果を企業が外部開発力として戦略
的に活用い新製品の開発や新事業の創出といったイノベーションへ結
びつけるという，知の創造と活用に伴う連鎖的なイノベーションを推進
する産学連携関係がもたらされることとなる。
いずれにしても産学連携については 透明かっ公正なlレールを整備し
た上で臼)これら産学に係る連携形態を有機院に関係づけていくことが，
広範なイノベーション・プロセスのスムースな展需はもとよち，外部開
発力を戦略的に活用する企業にとっての利便性および学内資源の有効活
吊の観点、からも不可避なものとなろう。こうした観点から産学に係る連
携形態の有機的な関係づけについては，例えば企画部門，リエゾン部門，
技術移転部門，起業支援部門，デザイン総合部門，事務部門の 6部門を
有機的に関連づけた知的財産本部を産学連携の一元的窓口として往置づ 
54)知的財産関係のルール整備について辻， 2004年8月時点で f知的財産ポリ
シ-Jの35件， i職務発明関係規定jの40件， i利益椙反ポリシー」の19r牛で
整備済みの大学等がみられる。文部科学省研究振興局，前掲『大学知的財産
本部の整備状況j，3頁。 
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け，司本部が学外からの産学連携に係る問い合わせを全て受け付け，聞
い合わせ内容に適した部門へ囲し 地域経済の推進を図っている九州大
学のケースがみられる 55)。 
(2006年10丹108受理) 
55) I罰立大学法人化後の大学最能線Jr産学官連携ジャーナルi軒学技構張興議
構， V 0 J:j，6年2006，2 NQ 6 1. 2~ ヲ頁。 
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